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かつての植民地地域が今も貧しい場合、その
植民地経験にその一因を求めることが少なくない。インドについていえば、イギリスが数世紀にわたりその富を収奪したがゆえに貧しい現在がある、というストーリーとなる。象徴的に言及される例は、世界最古とも われるダイヤモンド、今はロンドン塔に展示されるコイヌール。イギリス領インドから一九世紀半ばにヴィクトリア女王へと献上され（持ち去られ）た話はンドにて一度ならず耳にした。　
より学術的には綿業や徴税制度が好例とされ
る。一八世紀前半までイギリス市場を席巻したインド製の綿製品（キャラコ）をイギリス本国製の綿製品に対して関税により不利 なるようにするなどして打撃を与え、インドを綿花の生産に特化させつつ、イギリス本国が綿業 中心に産業革命を しとげたというよう ストーリーである。あ いは、イギリスは地 の徴収などを通じて安定 と階層化を促 、かつ そのためにザミンダールと呼ばれる徴税請負人に広範な権利 認め、これが大地主 し ために後に農業の生産性を向上させ 方向に社会が向わなかっ 、という議論も有力であ こうた植民地支配による搾取 脱工業化、一般庶民の貧困化 どの側面を重視す 言説は歴史学や経済史などの分野でも広く展開されてきた（たとえば参考文献③） 。　
対照的に、イギリス領時代の植民地政府の評
価として、綿や茶などの世界商品の交易を通じて、インド亜大陸と世界経済を結びつけ、かつ地域内の広域市場を形成する作用を ったという側面を重視する議論がある。植民地政府 直接的な影響（搾取）はさして強く く、ただし植民地政府に主導された港湾 鉄道の建設によ
り経済が活性化したこと、イギリス領インドは開放的な自由経済であり、現地の商人や民間企業も活発に活動していたことに光を当て、また植民地時代にインド亜大陸で脱工業化が本当に起こったといえるのか、などの議論も展開しいる（たとえば参考文献⑤） 。こうした立場は、現代インドの低い経済水準のおもな理由を植民地経験に求める議論に疑義を呈する傾向がある。●豊かさと貧しさ→制度・歴史へ 注目　
こうした視角の違いは、植民地政府が行った
法制度の導入に関する評価にも反映す 。植民地政府は一九世紀後半から次々にイギリス領インドにてイギリス法をモデルにした法律を導入し、それらのうちには改正はもちろん経て るものの、インド契約法（一八七二年）など、インド、パキスタン、バングラデシュで現行法であるものもある。こうした 制度の導入について、植民地支配による収奪を重視する考え方は、たとえば土地関連法に盛り込まれた売買制約などに着目して収奪手段の一環と て 側面 重視し、世界経済との結びつきを重視する考え方は契約法などを例示して当時 市場経済の発展に適した普遍的なルール 確立としての側面を重視して捉えるこ にな 。　
ところで植民地時代に形成された法制度を現
在の経済パフォーマンスの要因 重視するアセモグルらの議論が近年脚光を浴びた（参考文献②） 。とく 重視された制度は所有権と契約に関する法体系である。こ らはお互いに知らない者同士が様々な取引を行う市場に不可避の諸問題（取引費用）を小さくして 投資 活発化するインセンティブを高め ことに深くかかわっていると考えられるから
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実際、制度の役割を重視する新制度派経済学
の先駆者の一人ノースは、長期の経済成長を分けるものは近代的な意味での契約法体系（その前提としての所有権とそれらを担保する裁判などの執行システム）を発達させることができるか否かにあると議論している（参考文献④） 。所有権や契約に関する法制度を社会が確立できず、あまつさえ強権的に国有化したり契約 反故にしたりするなどしてこれを侵すような政府を持つ国は停滞状況を抜け出せないと指摘する。　
次に、では適切な制度はどのような条件があ
れば発展するのかという点については、偶然の要因を多々孕む制度の史的展開（経路依存性をみなければならないと議論され、歴史が重要とされる。ノース自身は制度展開に影響する要因として民主制やイデオロギーの役割を重視たが、アセモグルらの枠組み 「どう西欧列が非西欧世界の制度 変化させたか」と問うものである。その主張をごく簡略化する 、列強がもたらした制度には、個々 主体の経済活動を活発化させ 包括的な と一部の階層 利益のみに資する収奪的な制度があり、前者が支配的な制度となった国（天然資源もさして く欧州人が入植した地域） 、た えばアメリカやカナダは現在豊か り、後者が支配的となった国（天然資源 採掘やプランテーション 発達して社会階層の分化 激しかっ 地域や熱帯病のために欧州人の入植が難しか 地域） 、たとえばラテン・アメリカ諸国は現在も経済的に低水準にあるという説明を展開 ている。●イギリス領インド時代の法制度 めぐっ
て
　
アセモグルらの説には様々な批判が寄せられ
たが、そのひとつはこの仮説では近年の中国やインドの経済状況を説明できないというものである。中国は民主制も近代的な所有権制度もなくして経済成長しておりインドは世界最大の民主制を誇りかつイギリス領時代から蓄積した所有権・契約法に関する法体系 司法システムを有しているにもか わらず長らく停滞して た。　
先に紹介したイギリス領インドの世界経済と
の関わりを重視する立場の論客ロイがアセモグルらの説を批判す 直接のポイントは、当 存在していた当地の法慣習とその変容を軽視しすぎているという点である（参考文献⑥） 。 ギリス勢力はインド亜大陸に存在 た西欧のギルドに相当する様々な商人組合や職能組合が欧州のそれよりも強力かつ複雑であると認識 、一八世紀まではこの「ギルド」勢力を保護するルールでもって経済関係を結び、ただし紛争が起こった際に採用すべき紛争解決「手続」についてのみイギリス流への画一化 進めた。次第に、綿花やインディゴなどの交易に関わる契約上の紛争が頻発し、共有的な家族財産権に対する相続や分割 紛争も絶えず、裁判官がヒゥ法典やコーランに答えを探さねばならないような多様な現地慣習を規範とするシステムが機能不全に陥った。それゆえ、知らない者同士の人間が市場にて取引することに適した所有権や契約に関する制度、つまりイギリス的な近代法への転換や法典の整理が行わ ざるを なかったとロイは議論 。
　
そのうえで、独立後の
インドの停滞は、植民地期の所有権や契約 関する法制度導入との 係は小さく、独立直後輸入代替工業化に舵を切って閉鎖的な経済体制にマッチした に移行したことが重要ではないかとロイは指摘する。
　
紙幅も尽きて紹介することはかなわないが、
もちろんロイの見方に対して、価値中立的にみえながら、自由貿易や植民地支配を暗に擁護してはいないか、など 批判もある。少なくとも、これらの議論からわかることは、私たちが生きるこの現在の世界には ぜ豊かな国と貧しい国があるのか、その原因をどこに求めるべきかという問題について、多くの経済学者がいまなお苦悶呻吟し、あるいは激しく論争し続けているということである。一九二〇年代に所有権 債権の近代社会における重要性を喝破する論文を次々に上梓した日本民法学の泰
たい
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